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市民協働事業提案制度について

市民協働事業提案制度は、市が公開した事業の実施に関して課題を抱えている事業

や地域が抱える公共的な課題などに対して、市民活動団体や民間事業者などの、組織

の専門性や柔軟性を生かした提案をいただき、協働で事業化して実施することによ

り、市民サービスの向上を図ることを目的としています。

協働とは、市民、市民活動団体及び事業者と市が、お互いの特性を生かしながら、

適切な役割分担の下、対等な立場で、地域課題の解決など同じ目的の達成に向けて協

力し合うことです。

提案募集区分

１． 市民提案型

    地域が抱える公共的な課題の解決を目指す事業、又は市が単独で実施してい

る事業を協働で実施することでより良い成果を期待できる提案を募集します。

２． 行政提案型

    市が単独で実施している事業やこれから実施しようとしている事業で、協働

により実施することでよりよい成果を得られると思われる事業について、市が

提示する課題に対して具体的な事業の提案を募集します。

    提案対象となる課題は６月上旬に市ウェブサイトなどで公開の予定です。

応募資格

 ・市内に拠点を持つ構成員５人以上の団体であること（企業を含む）。

 ・団体の定款や規約、会則等の定めがあること。

 ・設立後１年以上であること。

 ・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条

第２号に規定する暴力団又は暴力団員の統制下にある団体でないこと。
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募集スケジュール

１．  募集要領の公開

      平成 31 年 4 月 17 日（水）～

      ※行政提案型の課題公開は 6月上旬を予定しています。 

２． 提案募集期間

      令和元年 8月 20 日（火）まで 

      ※提案書提出前に担当課と事前協議を行ってください。

協働の形態・事業期間

 ・事業は、委託契約により実施します。 

 ・委託期間は、最長 3年間です。1年を超過する事業期間を要する事業について 

は、提案時に協働事業収支予算書（第 4号様式）を複数年分作成してください。 

※ ただし、事業の継続を担保するものではありません。
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応募方法

１．課題等に関する照会

２．担当課との事前協議

３．提 出 書 類

４．提出方法・提出先

 市が実施している業務については、市ウェブサイトに

て公開している「事務事業一覧」をご確認ください。 

公開されている事務事業の詳細を知りたい場合は、各

担当課へお問い合わせ願います。 

 提案の有効性及び事業実施の確実性を高めるため、提

案に当たって、担当課と事前に協議を行っていただきま

す。事前協議の日程調整は市民協働課で行いますので、

市役所へお越しいただいての協議を行う場合は、協働事

業事前協議申込書（第１号様式）を市民協働課へ提出の

上、希望日時をお伝えください。 

※提案に当たっては事業担当課との事前協議が必須とな

りますので、必ず事前協議を行ってください。 

※課題事項の設定、提案事業の内容など早い段階から事

業担当課との事前協議を行ってください。 

 協働事業提案書（第 2号様式） 

 協働事業提案団体調書（第 3号様式） 

 協働事業収支予算書（第 4号様式） 

 定款、規則、会則等 

 直近の事業年度の予算及び決算関係書類 

 上記提出書類各１部ずつを 

令和元（2019）年 8 月 20 日（火） 

午後 5 時までに市民協働課へ直接提出 

してください。 
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事業費の積算基準

 提案書を作成する際には、以下の人件費やその他経費を参考に過不足のないように

積算し、収支予算書を作成してください。

人件費について 

 人件費の時給単価は、次表のとおりです。 

担当業務 業務例 時給単価 

一般事務的な業務 
業務の実施、受付、庶務、資料作

成 
９００円

企画立案・業務遂行を責任

をもって実施する業務 

業務の企画・運営、業務の進捗管

理 
１，１００円

高度な意志決定を行う業務 
業務方針の決定、業務戦略の策

定、組織運営の監督 
１，５００円

その他経費について 

 事業費の積算に認められるその他経費は次表のとおりです。 

費目 費目例 

報償費 講師等謝礼 

旅費 燃料費、バス代、電車代 

通信運搬費 電話料、切手代、はがき代等 

印刷製本費 
チラシ・資料・報告書などの印刷費等（インク、用紙代等

を含む） 

需用費 事務用品、活動材料費等 

使用料・賃借料 会場使用料、機器リース料、バス借上料 

役務費 傷害保険、損害賠償保険、個人情報漏えい賠償保険等 

委託料 会場設営費、警備費等 

一般管理費 
事業実施のために間接的に必要となる経費 

（人件費を含む直接経費）×10%以下 

その他 
上記以外の経費で特に必要がある場合には、担当課との協

議の上で計上してください。 
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評価方法

 市民協働推進審議会が、評価基準に基づき提案の評価を行います。

 審議会は第三者の委員で構成します。評価にあたっては、提案者と担当課に対する

ヒアリングを実施します。

評価基準

 審議会において評価項目を基準に基づき評価します。

評価項目 評価の視点

独自性 提案に提案者独自のアイデア、工夫が盛り込まれているか。

役割分担 市と提案者の役割分担は適切か。

協働の効果 協働することにより市民サービスの向上が期待できるか。ま

た、相乗効果・波及効果が期待できるか。

経費の妥当性 予算の収支、積算は妥当か。

実現性 事業内容、スケジュールなどは、実現性の高い内容となってい

るか。

団体能力 事業を担う体制、能力を有しているか。

基準 点数

高く評価できる 5 点

評価できる 4 点

普通 3 点

あまり評価できない 2 点

評価できない 1 点
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採否の通知

 提案の事業化については、審議会での評価結果を踏まえ、市が協働事業採択（不採

択）決定通知書（第 5号様式）により内示し、市議会 2 月定例会での予算案の議決を

もって正式に決定します。 

事業の実施

 担当課及び提案者の間で、事業内容や役割分担、責任割合などを定める委託契約

書・協定書を締結後、令和 2（2020）年 4月 1日以降事業を実施していただきます。 

 なお、契約にあたっては、地方自治法や関係法令に基づいて行います。 

契約保証金の設定について 

 事業の契約にあたっては、富士市契約規則第 27 条に基づき、契約保証金を納付しな

ければならない場合があります。  

中間報告・継続審査

 事業開始後に受託者は、事業開始 6か月経過後 1か月以内に協働事業中間報告書

（第 6号様式）を担当課へ提出しなければなりません。 

1 年を超過する事業期間を要する事業については、原則事業開始 6 か月を目安に市

は、継続審査を行い、次年度以降の委託の可否を決定し、受託者へ協働事業継続可否

通知書（第 7号様式）により通知します。  

※ ただし、事業の継続は市議会２月定例会での予算案の議決をもって正式に決定します。

完了報告

 受託者は、各年度事業終了後 1か月以内に協働事業完了報告書（第 8号様式）に協

働事業収支決算書（第 9号様式）を添えて、担当課へ提出しなければなりません。 

事業の評価

 事業の成果について、市と受託者がそれぞれの立場で事業について自己評価（第 10

号様式）を行い、自己評価の結果をもとに相互に評価（第 11 号様式）を行います。
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情報の公開・個人情報の取扱い

 提出された書類、採否の結果、事業の相互の評価結果は、原則として情報公開の

対象とし、市ウェブサイトにおいて公表します。

 協働事業実施における個人情報の取り扱いについては適正を期してください。



8 

市

平成 31年 4 月 17 日(水)～ 

募集要領公開 

※行政提案型の課題公開は 

6 月上旬を予定 

提案募集期間 

令和元年 8月 20 日(火)まで 

市民協働事業提案制度 全体スケジュール

応募者

令和２年２月下旬頃 

採否結果通知 

議会による予算審議

協働事業完了報告書提出

協働事業継続可否通知送付

令和元年 10 月上旬までに 審議会による評価 

協働事業中間報告書提出

採択された場合、事業実施前までに

協定書・委託契約書作成・締結

自己評価・相互評価

提案書提出前までに

事前協議

協働事業事前協議申込書提出

提案書一式提出
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様式一式


